
石川県環境総合計画（地球温暖化対策関連）の改定

○県民や事業者等と連携を図りながら、各分野における取組を推進してきた結果、

・家庭での取組については、家庭版環境ＩＳＯに取り組む家庭（エコファミリー）が、
８１，８８５家庭に増加

・事業者の取組については、事業者版環境ＩＳＯに加え、工場や宿泊施設等の業務現場に
おける省エネ推進を目的として、新たに創設した「工場・施設版環境ＩＳＯ」も含め、
８９４事業所に増加

など、着実に裾野が拡大している。

○県自らの取組については、「県庁グリーン化率先行動プラン」に基づき、省エネ化等を
進め、２０２０年度（Ｒ２）の温室効果ガス排出量は１６％削減（２０１３年度比）

○こうした取組もあり、本県の２０１８年度（Ｈ３０）の温室効果ガスの排出量は、
２０１３年度比で１３％減と順調に推移
中でも、温室効果ガスの排出割合（シェア）が全国に比べて高い民生部門における削減率
は全国を上回る１９％

○一方で、カーボンニュートラルに係る県民の認知度や事業者の省エネ取組方針の設定状況
などはまだ十分とは言えず、さらなる普及啓発を図る必要あり

１ これまでの取組の評価
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○国全体の目標である脱炭素社会の実現や、２０３０年度温室効果ガス▲４６％と整合性を
取る

○省エネについては、一定の成果が得られているこれまでの取組を継続するとともに、
意識調査の結果も踏まえながら、施策の充実に努め、実効性を確保

○再エネについては、現在改定中の「石川県再生可能エネルギー推進計画」に基づき、地域
特性を活かした石川らしい再生可能エネルギーの導入を推進

○県民や事業者等に自主的な取組を求めるためにも、県自らの取組については、政府実行
計画の趣旨も踏まえ、率先行動に努める

２ 計画改定にあたっての留意点

１２月２４日 第１回部会

→ １月以降に国から示される策定マニュアルを踏まえ、
新計画の内容について検討し、部会でご議論いただく

→ パブリックコメントを経て、環境総合計画を改定

３ スケジュール
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